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表2-2 鉄鋼業における各対策の省エネ原単位及び将来導入率の設定



- 11 -

表2-3 コークス生産に対する廃プラ投入比率
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表2-4 鉄鋼部門における省エネルギー対策技術の導入状況と導入見通し（１）

導 入 率 省エネ原単位(Mcal/t-粗鋼)

対策技術 ～1995年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ＊０ ＊１ ＊３

コ 石炭調湿設備 5% 31% ○ ◎ ８０ ２０＊３ ＊４

｜
ク 自動燃焼制御 ◎ ３０
ス
工 コークス乾式消火設備（ＣＤＱ） 70% 76% 72% ○ ◎(100%) 100% ２５０ ４０ 200 300＊１ ＊２ ＊３ ＊１ ＊４ ～
程
ＣＯＧ顕熱回収 2％ 5% △ ○ (2%) ○ ３５＊１ ＊４ ＊１

次世代コークス炉 △ △ 100% ◎ １１０＊４

焼 点火炉のスリットバーナの導入 ◎ ３０
結

＊１ ＊４ ＊１ ＊４ ＊４工 クーラー排熱回収ボイラー 53％ 57% ○ ○ (94%) 100% ○ ２５ ２５ ５０
程
主排熱熱回収ボイラー 24％ 46% ○ ○ (24%) 85% ○ １０＊１ ＊４ ＊１ ＊４

高 ＴＲＴ乾式化 13% 21% 22% ○ ○(88%) 100% ◎ １５ ２３ １５＊１３ ＊２ ＊４ ＊１ ＊４

炉
工 微粉炭吹込み（ＰＣＩ） 72% 85kg/t-p ○ ○ 150 200kg/t-p ○ １１０＊５ ＊４ ～
程
高炉スラグ顕熱回収 (0%) △ △ ○ ２９ ２００＊３

＊４ ＊４ ＊ａ溶融還元法（ＤＩＯＳ） 開発中 △ ５% △ 20% ○ １９９ 300 600～

転 ＬＤＧ潜熱・顕熱回収 56％ 50％ ○ ○ (93%)*1 100％ ◎ ２５０ １６＊１ ＊４ ＊４

炉
工 ＯＧ誘因送風機回転数制御 ◎ ４
程
酸素製造設備の高効率化 ○ ◎ １０

密閉式転炉ガス回収 ２％ ２００＊３ ＊３
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表2-4 鉄鋼部門における省エネルギー対策技術の導入状況と導入見通し（２）

導 入 率 省エネ原単位(Mcal/t-粗鋼)

対策技術 ～1995年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ＊０ ＊１ ＊３

電 直流電気炉 １％ ４％ △ ○ 40％ ○ ５０＊３ ＊４ ＊４

気
炉 スクラップ予熱 12% 20％ ○ ○ 50％ ○ 70 110＊３ ＊４ ＊４ ～

一 熱片挿入（ＨＣＲ） 50～60％ ○ ○ 80％ ◎ ９０ ６ １００＊３ ＊４

次 直送圧延（ＨＤＲ） 0％ 11% 10％ １０ ３００＊１ ＊３ ＊４

圧
延 加熱炉設置高効率化 △ ○ ○ １０
工
程 熱延ミル加工熱処理設備導入 △ △ ○ ２８

鋼片板幅制御装置導入 △ △ ○ １９

コイル巻取調整装置導入 △ △ ○ １６

薄板ﾎｯﾄｽﾄﾘｯﾌﾟｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ △ △ 1,2 ○ ５３３工場が実用化

二 排ガス顕熱回収（レキュの設置） ≒100% ◎ ４０＊１

次
圧 高性能連続焼鈍装置 43％ ○ ◎ 30～100% １５０ １１０＊３ ＊４

延

半凝固加工プロセス 開発中

新製鋼プロセス 開発中

△ ---- 対策の導入を図る
○ ---- 対策の充実を図る *0 通産省産業構造審議会資料（96年10月） ： 日本鉄鋼連盟
◎ ---- 対策を概ね完了 自主行動計画進捗状況報告で
*1 「一貫製鉄所の未利用エネルギー」（日本鉄鋼連盟）1992年12月 挙げられている主な省エネ
*2 「省エネルギー便覧 平成７年版」（資源エネルギー庁） 対策
*3 「平成３年 地球温暖化対策技術評価（産業部門）調査報告書」（環境庁）1992年３月
*4 「温室効果ガス低減対策技術の展望と課題」（ＮＥＤＯ）1996年６月
*5 「一貫製鉄所の省エネルギー対策とその成果」（日本鉄鋼連盟）1993年４月
*a 現状の平均原単位4.68Gcal/tの５～10％の削減
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２－２ セメント工業における対策

（対策の概要）

セメント工業における対策の方向性としては、

①生産工程の設備改善

②廃棄物･副産物の利用拡大、混合セメントの利用拡大（原料）

③廃棄物･副産物の利用拡大（燃料代替）

が考えられる。

（エネルギー削減量の推計方法）

各対策の省エネルギー原単位は、セメント協会による数値に基づいて算定した。

燃料 廃棄物(燃料代替)

生産工程
石灰石
等 原料粉砕工程 焼成工程 仕上げ工程 出荷

廃棄物、副産物の利用
(高炉スラグ、石灰灰)

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 建設廃材の利用

リサイクル工程

図2-2 セメント工程の概要

表2-5 セメント工業における対策導入によるエネルギー削減原単位
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表2-6 セメント工業における対策導入によるエネルギー削減原単位（２）


